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消波ブ ロック積 み幅広潜堤の変形および伝達波特性

に関す る検討

木 村 克 俊*・ 清 水 雄 平**・ 田 谷 年 樹***

山 本 泰 司****・ 土 井 善 和*****・ 半 沢 稔******

消波 ブロック積 み幅広潜堤の変形特性 とそれに よる伝達率の変化 について検討 を行 った.現 地 にお いては港 内側法 肩のブ

ロックが転落 する事例 が報告 されてお り,こ うした被災 と構造お よび波浪条件 の関係 を調べた.水 理模型実験 では,分 力計

を用 いた波力実験 に よりブロ ックに働 く波力特性 を明 らか にす ると ともに,安 定 実験 に よって現地の被災パ ターンを再現 し

た.こ れ らの実験結果 に基づいて,設 計 で用 いる安 定数 を相対天端高 さの関数 として定式化 し,作 用波数 と被 災度 の関係 を

示 した.さ らに,ブ ロ ックの転落 によって生 じた複 断面形状の堤体 に対 して伝達 波実験 を行い,波 高伝達率 の変化特性 を明

らか にした.

1.　 は じ め に

幅広潜堤は海岸侵食や越波災害の低減 に優れた構造形

式であるとともに,景 観 を阻害しないことや,環 境要因

が整えば良好な藻場を形成する可能性があることか ら,

近年現地での施工実績が増加 している.と くに耐波安定

性や施工性 を重視する場合には,消 波ブロックを用いる

工法が一般的である.

高 山ら(1988)は こうした消波ブロック積み幅広潜堤

の伝達波特性 を検討 し,波 高低減効果を影響係数 として

定式化 している.さ らに半沢ら(1996)は,消 波ブロッ

クの耐波安定性を含めた検討を行い必要質量の算定法を

提案 している.し かしながら,こ れらは設計波(30年 あ

るいは50年 確 率波)に 対 して変形を許 さない従来の設計

法に対応 したものである.今 後は,供 用期間中の性能変

化を評価する新しい設計法(高 橋 ら,2000)に 適用可能

な知見の蓄積が必要である.一 方,現 地においては,港

の拡張や設計波の見直 し等により,小 質量の消波ブロッ

クが不要材となることが少な くない.現 行設計法では必

要質量 に満たないブロックは使用できないが,適 切に変

形量を評価できればこれらを幅広潜堤の材料 として有効

に活用できる可能性がある.本 研究では,消 波ブロック

積み幅広潜堤を対象 として,こ うしたニーズに応えるた

め,変 形特性 とそれによる伝達波への影響を検討する.

2.　施工事例の分析

離岸堤のように比較的天端の低い消波ブロック積み傾

斜堤の場合,港 内側の消波ブロックが不安定になりやす

い.曽 我部ら(1982)は 徳島県における台風による離岸堤

の被災事例(現 地条件 は表-1のA港 参照)を 水理模型実

験で再現している.さ らに波浪および構造条件を変化さ

表-1　 現地施工事例

図-1　 B港 における施工事例

せた安定実験 を行った結果,天 端の低い消波ブロック積

み傾斜堤に対 しては,現 行設計法では消波ブロックの必

要質量が過小となることを明らかにしている.ま た宇多

ら(1986)は 離岸堤の異型ブロックの散乱状況 を分析し,

Hudson式 に よる計算質量を1.5倍 とすることで大規模

な散乱を防止できることを指摘している.

表-1のB～Fは,1990～2000年 に北海道内で施工さ

れた消波ブロック積み幅広潜堤の構造 と施工後の来襲波

の諸元である.B港 では1998年 に設計波(H1/3=5.8m,

T1/3=14.8s)を わずかに上回るH1/3=6.2m,T1/3=15.6

sの 波浪が来襲 し,図-1に 示すように港内側の25t異 型

ブロックが転落し,背 後 に小段を有する断面となった.

現 地においては転落 した消波ブロックに折損等 は少な

く,再 設置することで復旧された.C～Fの 事例では,

ほぼ設計波高条件に相当する波浪の来襲が確認 されてい

るけれども,特 に被害は報告されていない.図-2は これ

らの施工事例についての設置水深 と来襲波高の関係を示

したものである.被 害は波高水深比H1/3/hが 大 きい条件

で発生していることがわかる.ま たBとDで はH1/3/hが

ほぼ等しいが,Dの ほ うが天端高がやや低 く,天 端幅が
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図-2　 水深および波高条件

広いため被害が生 じなかった ものと考 えられる.

3.　 作 用 波力特性

(1)　 実験の方法

消波ブロックに働 く波力実験 と後述する安定実験は,

長 さ24m,幅0.6m,高 さ1mの2次 元造波水路に1/30

の海 底勾配を設置 して実施した.

図-3に 示すように,測 定用ブロックを分力計の先端

に固定し,現 地で被害が生じた港内側の法肩において水

平および鉛直波力を測定した.天 端幅Bは ブロック3ヶ

並びに相当する19.0cmで 一定であり,天端高さhcは 天

端面が水面上にある場合 を正 として,+6,0お よび-6

cmの3種 類とした.な お消波ブロックの質量は235gと

した.実 験波は規則波を用い,水 深hを20～32cm,波 高

Hを11～19cm,周 期Tを1.73～2.55sに 変化 させた.

波 力データはサンプリング周波数200Hzで 取得 し,パ

ソコンで解析した.

(2)　 波力の時間変化

写真-1は,H=19cm,T=2.55sに 対 する堤体への

波の作用状況を,撮 影間隔0.1sで 連続的に示している.

左側 に示す天端が高いhc=6cmで は,港 内側法肩のブ

ロックに越波水塊が直接作用している.図-4(a)に は波

力の時間変化を示しているが,押 し波時に斜め上向きの

波力が卓越 し,ブ ロックの抜け出しが発生する可能性が

ある.こ れに対し写真-1右 側 のhc=0cmの 場 合は,天

端上を越流する傾向が顕著 となるため,図-4(b)に 示す

図-3　 波力の測定方法

ように波力 自体 も小さい.

(3)　 波浪条件の影響

図-5はT=2.55sの 条 件に対す る無次元波力F/W

と波高水深比H/hの 関係を示 している.こ こでFは 水平

波力Fxと 鉛 直波力Fzの 合成波力で,W'は ブ ロックの

写真-1　 波の作用状況

図-4(a)　 波 力の時間変化(hc=6cm)

図-4(b)　 波力 の時間変化(hc=0cm)
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水中重量である.hc=6cmの 場合は,FはH/hと ともに

増大する傾向があるが,潜 堤条件(hc=0お よび-6cm)

で はH/hの 影響は小さく,そ の絶対値 も小さい.

図-6は,H=19cmで 一定 としたときの,相 対水深

h/Lと 無次元波力F/W'の 関係 を示 している.hc=6cm

の場合はh/Lの 影響が顕著であるが,潜 堤条件(hc=0お

よび-6cm)で はその影響が小さいことが分かる.

4.　 消 波 ブロ ックの安定性

(1)　 実 験 方 法

安定実験では,基 本的な堤体断面を波力実験 と同様 と

した.実 験水深hは16.7cmで 一定 とし,天 端高 さhc

を-4.9～9.9cmの 範 囲で6種 類 に変化 させた.消 波ブ

ロックの質量は120,184お よび368gの3種 類 とした.

実験波は不規則波 とし,周期T1/3=2.12sに 対 して,波 高

H1/3を7.5～13.3cmに 変 化させた.

波 の作用方法は,段 階的に波高を大きくしてい く場合

と,同一波高を連続 して作用させる場合の2種 類 とした.

いずれの場合も1波 群を500波 とし,波 作用後のブロッ

クの移動状況を目視観測 した後,積 み替えを行わず次の

波群 を作用させ被害を累積 した.な お,ブ ロック全高の

1/2以 上移動した場合を被害 と定義し,そ の程度を被災

度N0で 表わした.

(2)　 安定数に対する相対天端高 さの影響

一般に消波ブロックの必要質量Mは
,以下に示すHud-

son式 で求められる.

(1)

ここに,ρrは 材料の密度,Hは 設計有義波高,Nsは 安定

数,Srは 海水に対する材料の比重である.使 用する消波

ブロックごとに決 まるKD値 に対応する安定数Ns0は 以

下のように表す ことができる.

(2)

ここに,θは消波法面が水平面 と成す角度である.以 下に

おいては,安定実験で得られた安定数NsをNs0で 除 して

表示する。

図-7は,作 用波数N=500,被 災度N0=0.3の 条件に

対 して,相 対天端高さhc/H1/3とNs/Ns0の 関係 を示 して

いる.潜 堤条件に対 してはNs/Ns0が1よ り大きく,従 来

のHudson式 よ りも必要質量が低減できることを意味 し

ている.こ れに対 し天端が水面上 となる場合 には計算質

量が過小 となっており,離 岸堤や突堤の設計 に際してこ

れまで経験的に行われてきた質量割増の妥当性を示す も

のと考えられる.

(3)　 波数と被災度の関係

高橋 ・半沢ら(1998)は,全 断面乱積みの消波プロッ

図-5　 波高水深比の影響

図-6　 水深波長比の影響

図-7　 安定数と相対天端高さの関係

ク被覆堤 を対象 として,作 用波数Nに 対する被災度N0

を用いて,安 定数NsをN0/N0.5の 関数で表わした.こ こ

では前出図-7中 の実線で示す傾向に着 目して,Nsを 以

下のように定式化 した.

(3)



消波ブロック積み幅広潜堤の変形および伝達波特性に関する検討 819

図-8　 作用波数と被災度の関係

図-9　 被災度の平均値と標準偏差の関係

なおhc/H1/3が0以 上 の条件に対しては,波 力実験結果で

示したように,h/LやH/hの 影響が顕著となる.今 回の安

定実験では,天 端が高い条件に対 しては実験領域が限定

されているため,算 定式の適用範囲から外 している.

図-8は,H1/3=12.0cm,T1/3=2.12sの 波 を作用させ

た場合の作用波数Nと 被災度N0の 関係 を示 している.

天端高さhcを-2.5お よび0cmの2種 類に変化させて

いるが,い ずれの場合 も,実 験値 は点線および実線で示

した計算値 とほぼ一致しており,式(3)に より被災度

が推定できることが確認された.

(4)　 被 災度の変動性

図-9は,特 性の異なる波群 を段階的に作用させて求

めた被災度の変動性を示 している。合計20回 の試行の結

果,被 災度N0の 平均値 μと標準偏差 σの関係には天端

高さの影響 は小 さく,図 中の実線で示す以下の関係が得

られた.

(4)

5.　 伝 達波特性

(1)　 実 験 方 法

伝達波実験は,長 さ26m,幅0.8m,高 さ1mの2次

元造波水路 に1/30の 海底勾配を設置して実施 した.堤 体

背後における水位上昇の影響を低減するため,水 路は波

向き直角方向に分割されている.港 内側の法肩のブロッ

クが転落 した状態を想定 した図-10の 断面形状 に対 し

て伝達波特性を調べた.水 深hは30cmで 一定 とし,天

端高さhcは-2.2お よび-5.0cmの2種 類 とした.消 波

ブロックは質量360gの ものを用いた.被 災による欠損

後の天端幅B1を23.5cm(3ヶ 並 び)で 一定とし,転 落

したブロックによって生ず る小段の幅B2を40～120cm

の5種 類,そ の天端高 さh*cを10,15お よび20cmに 変

化 させた.な お比較のために被災前の標準的な断面形状

に対する検討 も行った.

実験波は不規則波 を用い,有 義波周期T1/3を1.63,

2.31お よび2.83sの3種 類,波 高H1/3を10.0,12.5お

よび15.0cmの3種 類 に変化させた.1波 群 は約150波

で構成される.な お,波 高伝達率の変動性を考慮するた

め、特性の異なる波群20種 類 を用意した.

(2)　 伝達波高の算定式

通常断面の幅広潜堤の伝達率 をKH1と し,そ の背後に

小段部が追加 された場合の効果 をKH2で 評価し,両 者を

乗して所定の伝達率KTを 求めることにした.ま ずKH1

の値 については,沖 波高H'0の 関数 で示 された高 山ら

(1988)の 算定式を,以 下に示すような通過波高H1/3の 関

数 とする式に修正した.

(5)

こ こに,B1は 天 端 幅,hcは 天端 水 深,H1/3は 通 過 波 高,

図-10　 伝達波実験の断面形状

図-11　 変形後の波高伝達率
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図-12　 波高伝達率の変動性

L1/3は 堤体設置水深における波長である.

図-11は,h*c/H1を パ ラメーターとして,B2/L1/3と

KH2の 関係を示 している.い ずれの場合 もB2/L1/3の 増加

とともにKH2は 減少傾向にある.こ れは小段上での砕波

によっても波高が減衰するためと考 えられる.す べての

実験結果を最小2乗 法で近似 し,KH2を 以下のように定

式化した.

(6)

(7)

た とえば水深6mに 設 置された天端5ヶ 並びの幅広

潜堤の場合で,周 期T1/3=7.3s,波 高H1/3=2mの 条件で

は,港 内側法肩でブロック2ヶ が転落することによって,

伝達率KTは0.51か ら0.55に 増加することになる.

(3)　 波高伝達率の変動性

特性の異なる20種 類 の波群 を用いて,波 高伝達率KT

の変 動を調べた.図-12はKTの 平均値 μと標準偏差 σ

の関係 を示しており,両 者には図中の実線で示す以下の

関係が得られた.

(8)

既 に示した被災度の変動性 とともにこれらの関係を用

いることにより,半 沢 ・高橋 ら(1996)と 同様な性能変

化の予測が可能 となる.

6.　 ま と め

消波ブロック積み幅広潜堤の変形および伝達波特性に

関して、以下の結論が得 られた。

(1)現地 における施工事例を分析 し、一般的な被害パター

ンを明 らかにした.

(2)消波 ブロックに働 く波力特性に及ぼす波浪及び構造条

件の影響を示 した.

(3)安定数を相対天端高さの関数 として定式化 し,作 用波

数 と被災度の関係も再現できることを確認 した.

(4)港内側へのブロックの転落によって生ずる小段が伝達

率に及ぼす影響 を定量的に示 した.

(5)被災度および波高伝達率について繰 り返 し実験 を行

い,そ の変動性 を示した.
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